
（５）車両の不正改造の防止

道路交通に危険を及ぼす等社会的問題となって

いる暴走行為等を目的とした不正改造車等を排除

し，自動車の安全運行を確保するため，自動車検

査の確実な実施に加え，広報活動の推進，関係者

への指導，街頭検査の実施等による「不正改造車

を排除する運動」を全国的に展開した。

第６節 救助・救急体制等の整備

１ 救助活動及び救急業務の実施状況

（１）概 要

ア 救助活動の実施状況

平成１２年中における全国の救助活動実施状況

は，救助活動件数４万６，１０４件，救助人員５万

３，２４７人であり，これを前年比較すると，救助活

動件数は３，５５６件（８．４％），救助人員は９，１６６人

（２０．８％）増加している（第１－３０表）。

イ 救急業務の実施状況

平成１２年中における全国の救急業務実施状況

は，ヘリコプターによる出場件数を含め，４１８万

４，１２１件で，前年と比較し，２５万３，１２２件（６．４

％）増加している。搬送人員は，３９９万９，２６５人

で，前年と比較し，２３万８，１４６人（６．３％）増加し

ている。

また，救急自動車による出場件数は，全国で１

日平均１万１，４２８件，約７．６秒に１回の割合で救急

隊が出場し，国民の約３２人に１人が救急隊によっ

て搬送されたことになる（第１－３１表）。

（２）交通事故に対する活動状況

平成１２年中の救助活動件数４万６，１０４件，救助

人員５万３，２４７人のうち，交通事故に際して救出

困難な者が生じた場合（自力で車外に脱出できな

い者が発生した交通事故）に，消防機関が警察と

の連携，協力の下に救助用装備・資機材を用いて

救助に当たったものは２万１，７０５件で，救助人員

は２万８，７３８人となっており，それぞれ全体の

４７．１％，５４．０％を占めている。

また，平成１２年中における救急自動車による救

第１－３０表 救助活動件数及び救助人員の推移

区分

年

救 助 活 動 件 数 救 助 人 員

件 数
対前年増減率
（％）

うち交通事故
による件数

人 員
対前年増減率
（％）

うち交通事故
による人員

件 ％ 件 人 ％ 人
平成８年 ３２，５７２ －１．７ １６，９８６ ３２，８２８ －４．２ ２２，０６７

９ ３５，０５０ ７．６ １７，５７０ ３５，１０５ ６．９ ２２，６７６
１０ ３８，２４１ ９．１ １７，８１４ ４０，４５６ １５．２ ２３，２５７
１１ ４２，５４８ １１．３ １９，６６９ ４４，０８１ ９．０ ２５，６４５
１２ ４６，１０４ ８．４ ２１，７０５ ５３，２４７ ２０．８ ２８，７３８

注 消防庁資料による。

第１－３１表 救急自動車による救急出場件数及び搬送人員の推移

区分

年

救 助 出 場 件 数 救 急 搬 送 人 員

件 数
うち交通事故
による件数

全件数に対す
る割合

人 員
うち交通事故
による人員

全人員に対す
る割合

件 件 ％ 人 人 ％
平成８年 ３，３７３，３９４ ６３３，８０１ １８．８ ３，２４７，１２９ ７１２，３３８ ２１．９

９ ３，４７６，５０４ ６２７，６０３ １８．１ ３，３４２，２８０ ７０７，７０６ ２１．２
１０ ３，７０１，３１５ ６２５，０１２ １６．９ ３，５４５，９７５ ７０４，１６３ １９．９
１１ ３，９３０，０２４ ６４６，０５７ １６．４ ３，７５９，９９６ ７２５，９４７ １９．３
１２ ４，１８２，６７５ ６８１，１５４ １６．３ ３，９９７，９４２ ７６１，７１４ １９．１

注 消防庁資料による。
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急出場件数４１８万２，６７５件，搬送人員３９９万７，９４２人

のうち，交通事故によるものは，それぞれ６８万

１，１５４件（１６．３％），７６万１，７１４人（１９．１％）と

なっており，急病に次いで第２位を占めている。

２ 救助・救急体制の整備

（１）救助体制の整備・拡充

平成１３年４月１日現在，救助隊を設置している

消防本部は，全国９０４消防本部の９５．９％に当たる

８６７消防本部で，前年度と比較して０．３ポイント設

置率が上昇している。救助隊を設置している消防

本部の管轄対象となっている市町村は，全国

３，２１６市町村の９５．４％に当たる３，０６７市町村となっ

ており，前年と比較して１８市町村増加している。

１３年４月１日現在，救助隊は全国８６７消防本部に

１，５３２隊設置されており，救助隊員数は２万４，１６８

人となっている。

（２）救急現場及び搬送途上における応急処置等

の充実

交通事故等に起因する負傷者の救命効果の向上

を図るため，救急救命士の養成及び配置等の促

進，一般の救急隊員の行う応急処置等の充実，高

規格救急自動車・高度救命処置用資器材等の全国

的な整備等を推進した。また，医師の指示又は指

導・助言の下に救急救命士を含めた救急隊員によ

る応急処置等の質を確保するメディカルコント

ロール体制が地域において構築されるよう促進し

た。

（３）救急業務実施市町村の拡大

ア 救急業務実施市町村

救急業務を行わなければならない市町村は，消

防本部及び消防署を置かなければならない市町村

とされており（消防法第３５条の５及び消防法施行

令第４３条），これらの市町村は消防本部及び消防

署を置かなければならない市町村を定める政令

（昭４６令１７０）で定められている。平成１２年４月

３日付け自治省告示第８５号をもって，新たに１２町

村が政令指定を受け，１３年４月１日からの救急業

務の実施が義務づけられた。１３年４月１日現在の

全国の救急業務義務実施市町村数は，３，１５９とな

り，任意に救急業務を実施している１１町村を合わ

せると，救急業務実施市町村は３，１７０となる（前

年３，１６７市町村）。この結果，全市町村の９８．２％が

カバーされることとなった（第１－３２表）。

イ 救急業務実施体制

平成１３年４月１日現在，全国の救急隊数は４，５６３

隊，救急隊員は５万６，５５７人であり，そのうち救

急救命士の資格を有し，救急業務に従事している

救急隊員は９，９０９人である。また，救急自動車の

保有台数は５，４４８台で，そのうち高規格救急自動

車の台数は２，７４２台となっている。

（４）高速自動車国道等における救急業務実施体

制の整備

高速自動車国道における救急業務については，

日本道路公団が道路交通管理業務と一元的に自主

救急として処理するとともに，沿線市町村におい

ても消防法の規定に基づき処理すべきものであ

り，両者は相協力して，適切かつ効率的な人命救

護を行うこととなっている。

このため，沿線市町村においては，インターチ

ェンジ近くに新たに救急隊を設置するなど救急業

第１－３２表 救急業務実施体制

区 分
実施市町

村数
救急隊数

救 急 隊 員 数 救急自動車
保有台数専 任 兼 任 計

人 人 人 台
平成１３年４月１日 ３，１７０ ４，５６３ １６，１４１ ４０，４１６ ５６，５５７ ５，４４８
平成１２年４月１日 ３，１６７ ４，５８２ １５，６９１ ４０，４３７ ５６，１２８ ５，３４５
対前年増減数 ３ －１９ ４５０ －２１ ４２９ １０３
対前年増減率（％） ０．１ －０．４ ２．８ －０．１ ０．８ １．９

注 消防庁資料による。
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務実施体制の整備を促進しており，平成１３年４月

１日現在，全国で３９２消防本部が高速自動車国道

における救急業務を実施している。

日本道路公団においては，インターチェンジ所

在市町村等に対し財政措置を講じている。

このほか，本州四国連絡道路（瀬戸中央自動車

道及び神戸淡路鳴戸自動車道）においても，本州

四国連絡橋公団が同様に関係市等に財政措置を講

ずるとともに，関係市等においても救急業務に万

全を期してその実施体制の整備を行っている。

（５）集団救助・救急体制の整備

大規模道路交通事故等の多数の負傷者が発生す

る大事故に対処するため相互応援体制，情報連絡

体制の整備及び救護訓練の実施等，集団救助・救

急対策を講じた。

（６）救助・救急設備等の整備

救助活動の実施に必要な救助工作車及び救助資

機材の整備に対して国庫補助を行い，救助活動体

制の整備促進を図った。救急隊員の行う応急処置

等の充実のために必要な高規格救急自動車及び高

度救命処置用資器材の整備に対しては，地方交付

税措置を拡充するとともに，救急業務高度化資機

材緊急整備事業を推進した。

また，消防・防災ヘリコプターの全国配備を促

進するとともに救急業務におけるヘリコプターの

積極的活用を推進した。

さらに，救急医療機関等へのアクセスを改善す

るため，高速自動車国道のサービスエリア等にお

ける緊急離着陸用ヘリポートの整備等を行った。

（７）救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実

交通事故の際の救助活動については，より高度

かつ専門的な知識と技術が要求されることから，

消防学校等における救助活動に関する教育内容の

充実強化を図っている。また，消防本部において

も年間等の救助に関する訓練計画に基づき職場教

育を定期的に実施している。さらに，救急業務に

対する国民の期待に応えるため，各都道府県等の

消防学校において救急隊員に対する教育訓練の充

実を図っている。

（８）救急救命士の養成

ア 救急救命士制度

医師の指示の下に，搬送途上において心肺停止

状態に陥った傷病者に対して行う除細動（心室細

動に対して，心拍の規則正しい調律を取り戻させ

ること）等の高度な応急処置を行う救急救命士

は，平成１３年１２月末現在で，２万１，１１５人が資格

を取得しており，搬送途上の医療の確保が図られ

ている。

また，資格を取得した救急救命士に対し，救急

救命処置を行うために必要な知識・技術の向上を

図るための研修事業を実施しているほか，救急救

命士養成所専任教員講習会を行い，指導者の養成

にも努めた。

イ 救急救命士資格取得救急隊員の養成

救急隊員に救急救命士資格を取得させるための

養成を，各都道府県からの出捐金により設立され

た（財）救急振興財団の救急救命東京研修所及び同

九州研修所において年間１，０００人の規模で行っ

た。

また，政令指定都市等の救急救命士養成所にお

いても同様の教育訓練を行った。

（９）応急手当の普及

交通事故による負傷者の救命を図り，また，被

害を最小限にとどめるためには，救急救助体制及

び救急医療体制の整備・充実のほか，事故現場に

居合わせた人が負傷者に対する迅速かつ適切な応

急手当を行えるようにすることが重要であり，広

く応急手当の普及を図る必要がある。

このため，自動車運転者については，普通免許，

大型二輪免許又は普通二輪免許を受けようとする

者に対して，応急救護処置（交通事故現場におい

てその負傷者を救護するため必要な応急の処置）

に関する講習の受講が義務付けられている。ま

た，平成１３年道路交通法改正により，大型第二種

免許又は普通第二種免許を受けようとする者に対

しても受講が義務付けられ（平成１４年６月１日施

行），第一種免許に係る講習より高度な内容の講

習が行われることとなる。

さらに，指定自動車教習所の教習カリキュラム
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に応急救護処置に関する教習が盛り込まれてい

る。

平成１２年中における「応急手当の普及啓発活動

の推進に関する実施要綱」（以下「要綱」という。）

に基づく応急手当指導員（消防機関の行う普通救

命講習又は上級救命講習の指導者）養成講習は

１，２７２回開催され，修了者数は１万１７５名で，応急

手当普及員（主として事業所等の構成員に対して

行う普通救命講習の指導者）養成講習会は３５２回

開催され，修了者数は７，９６６名であった。

また，地域住民に対する応急手当普及啓発活動

については普通救命講習が３万７，０５２回開催され

８６万１，６９９名，上級救命講習が２，４６１回開催され４

万８，３９３名が受講した。

なお，要綱については（財）日本救急医療財団の

心肺蘇生法委員会により示された我が国で共通の

心肺そ生法の指針を踏まえ，応急手当普及講習の

カリキュラム等について所要の改正を行った。

学校においては，学習指導要領に基づいて，中

学校，高等学校の保健体育科の中で，生徒に対し

て心肺そ生法等の応急手当について指導するとと

もに，教員に対しては，心肺そ生法の実習を含む

各種講習会を開催した。

さらに，（社）日本交通福祉協会は，安全運転管

理者，運行管理者等を対象に，実技指導を主体と

する交通事故救急救命法教育講習会を全国的に実

施しており，平成１３年度は５３回，３，８５２人を対象

に行った。

（１０）緊急通報システムの拡充

交通事故等緊急事態発生時における負傷者の早

期救出及び事故処理の迅速化のため，新交通管理

システム（UTMS）の構想等に基づき，衛星を

利用した位置測定を行うGPS技術を活用するこ

とにより，自動車乗車中の事故発生時等に携帯電

話等を通じてその発生場所等の情報を即時かつ正

確に緊急通報し，救命率の向上等を図る緊急通報

システム（HELP : Help system for Emergency

Life saving and Public safety）の普及を図った。

また，緊急車両が現場に到着するまでのリスポ

ンスタイムの縮減及び緊急走行時の交通事故防止

のため，経路誘導情報の提供及び緊急車両優先の

信号制御を行う現場急行支援システム（FAST :

Fast Emergency Vehicle Preemption systems）

の整備を図った。

３ 救急医療体制の整備

（１）救急医療機関等の整備

救急医療施設の整備については，救急隊により

搬送される傷病者に関する医療を担当する医療施

設としての救急病院及び救急診療所のほか，初

期，二次及び三次の救急医療施設と救急医療情報

センターからなる体制の体系的な整備を推進して

いる。

救急病院及び救急診療所は，厚生省令に定める

基準に基づいて都道府県知事が告示することと

なっており，平成１３年４月１日現在の救急病院及

び救急診療所は，全国で５，０６７箇所となっている。

平成１３年度の予算額は，関連経費を含め総額２３４

億円を計上しており，その主な内容は，次のとお

りである。

ア 救急医療施設の整備

!ア 初期救急医療施設の整備

初期救急医療体制は，地方公共団体等に設置す

る休日夜間急患センター及び地域医師会で実施し

ている在宅当番医制からなり，休日夜間急患セン

ターについては，平成１３年度末までに，５１１箇所

整備されており，在宅当番医制については，７２８

地区の整備を行った。

!イ 第二次救急医療施設の整備

入院治療を必要とする重症救急患者を受け入れ

る第二次救急医療体制は，二次医療圏（おおむね

都道府県を数地区に分割した区域）を単位とする

病院群輪番制及び共同利用型病院方式からなり，

平成１３年度末までに，それぞれ３９９地区，１１地区

の整備を行った。

また，初期救急医療及び第二次救急医療体制を

支援する小児救急医療支援事業として，１３年度末

までに２００地区の整備を行った。

!ウ 第三次救急医療施設の整備
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重傷及び複数の診療科領域にわたるすべての重

篤救急患者の救命医療を担当する２４時間診療体制

の救命救急センターについては，平成１３年度末ま

でに１６０箇所の整備を行った。

また，救命救急センターのうち広範囲熱傷，指

肢切断，急性中毒等の特殊疾病患者に対応する高

度救命救急センターについては，平成１３年度末ま

でに１１箇所の整備を行った。

イ 救急医療情報システムの整備

救急医療施設の応需体制を常時，的確に把握

し，医療施設，消防本部等へ必要な情報の提供を

行う救急医療情報センターについては，平成１３年

度末までに４２箇所の整備を行った。

ウ 救急医療設備の整備

交通事故の被害者救済の充実強化を図るため，

全国の公的医療機関等の救急医療機器の整備に関

し，自動車損害賠償責任再保険特別会計から補助

を行っている。平成１２年度は２１施設に対し，６億

５千万円の補助金を交付した。

（２）救急医療担当医師・看護婦等の養成等

ア 救急医学に関する教育の充実及び研究の

推進

大学における救急医学に関する教育の充実及び

研究の促進のため，平成１３年度は３国立大学医学

部に救急医学講座等を設置した。

イ 緊急医療担当医師・看護婦の研修等

救急医療を担当する人材を確保するため，救急

医療を担当する医師及び看護婦を対象に，救急医

療に関する講習及び実習を関係団体に委託して実

施した。

（３）ドクターヘリ事業の推進

緊急現場，搬送途上における医療の充実を図る

ため，早期治療の開始と迅速な搬送を行うドク

ターヘリ（医師が同乗する救急専用ヘリコプ

ター）事業を創設し，平成１３年度末までに，５箇

所の救命救急センターにドクターヘリが配備され

た。

４ 救急関係機関の協力関係の確保等

救急業務の円滑な実施や救急隊員への教育訓練

体制の整備等を図り，消防機関と，医療機関，救

急医療関係者等との連携を強化するため，関係機

関の恒常的な協議の場である協議会の設置を推進

した。特に，都道府県単位，各地域単位における

メディカルコントロール協議会の設置により，救

急救命士等の救急隊員の活動に必要な医師の指示

・指導・助言体制の確立や臨床実習等の支援体制

が確保されるよう努めた。

第７節 損害賠償の適正化と被害者対策の

推進

１ 自動車損害賠償保障制度の充実等

自動車損害賠償保障制度は，自動車の事故によ

る損害賠償の基本保障を担保する強制保険である

自動車損害賠償責任保険及び自動車損害賠償責任

共済（以下「自賠責保険」という。），ひき逃げ及

び無保険車による事故の被害者に対するてん補を

行う政府の自動車損害賠償保障事業（以下「保障

事業」という。），保険料の運用益を活用した被害

者救済対策事業及び交通事故防止対策事業（以下

「被害者救済対策等」という。）により交通事故

被害者の保護に大きな役割を担っている。

自動車事故件数及び交通事故死傷者数は近年増

加傾向にあり，平成８年度から１２年度の自賠責保

険の支払件数及び支払額は，それぞれ１３．５

％，７．０％増加している（第１－３３表）。

（１）自動車損害賠償責任保険（共済）の充実

これまで自賠責保険では，保険金支払適正化の

観点から，国が保険会社等の保険責任の６割を再

保険していたが，規制緩和の観点から政府再保険

を廃止し，一方で保険会社等による被害者等に対

する情報提供措置の義務付け，紛争処理機関によ

る新たな紛争処理の仕組みの整備など，被害者保

護の充実を盛り込んだ自動車損害賠償保障法及び
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